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事務執行概要
総務グループ
１　部業務の連絡調整及び庶務事務等
　　府議会、監査等の部業務の処理に関し、庁内各部局及び部内各室課、出先機関との連絡を密にし、業務の円滑な運営に努めた。
　　旅費の支給など課の一般庶務事務のほか、非常勤職員の報酬・職員手当等の支給に関する事務のほか、公有財産の管理に関する事務を行って、部の事務事業の適切な執行に努めた。
２　部の組織、定数等人事業務　
部内事務事業の合理的運営を図るため、組織、定数をはじめ、部管理改善等について検討を行うとともに、人事業務を行った。
なお、研修、長期休業者、公務災害の認定等は次のとおりである。
（１）研修
　　自己啓発の意欲を深めさせ、業務の遂行に必要な知識と教育を身につけさせるため、研修を実施
した。
○府民文化部部局研修
①府民文化部新規採用職員・若手転入職員研修
講義型研修　新規採用職員・若手転入職員の府民文化施策に関する理解を深めるための研修
日時：令和5年7月4日　10：30～15：50
講師：各所属職員
　対象：令和5年度府民文化部新規採用職員及び若手転入職員
　　　　参加人数：19人
②英語研修
　参加型研修　職員の英語力を高め、府政運営の発展と、国際化の推進、国際人材の育成に資するための研修
日時：令和5年7月21日 10:00～12:00

　　　　令和5年8月21日 15:00～17:00

令和5年9月5日 10:00～12:00

講師：外部講師
　対象：現業務で英語を使用している職員又は英語力中級（【目安】TOEIC470点程度、英検準2級）以上の職員
　参加人数：93人

　　　③会計事務研修
講義型研修　会計事務の基本的事項及び留意点について理解を深めるとともに、最近の会計実地検査における主な指摘事例により、職員の公金に対する意識を高め、会計事務の適正化を図るための研修
日時：令和6年1月26日　14：00～17：00

講師：会計局　会計指導課　職員
対象：部内会計事務担当者
参加人数：29人
　　　④人権研修
　　　　講義型研修　インターネットにおける人権侵害に関する理解を深めるための研修
　　　　日時：令和6年2月6日　15:00～16:00

        講師：人権局　人権擁護課　職員
　　　　対象：部内職員
　　　　参加人数：19人
⑤文書管理研修
　　　　講義型研修　文書管理に関する理解を深めるための研修
　　　　日時：令和6年2月6日　16:10～17:10

        講師：府政情報室　情報公開課　職員
　　　　対象：文書管理事務等を行う実務担当者
　　　　参加人数：21人

⑥府民文化部新規採用職員向け施設見学研修
参加型研修　府民文化部所管の施設を見学することによる新規採用職員・若手転入職員の府民文化施策に関する理解を深めるための研修
日時：（ア）令和6年2月27日　9：45～11：45
　　 （イ）令和6年2月27日　14：30～15：00

講師：各所属職員
　対象：令和5年度府民文化部新規採用職員及び若手転入職員
　参加人数：（ア）16人、（イ）15人
　　（２）長期休業者
疾病等による長期休業者の状況
	区　分
	人数（人）

	府民文化総務課
	7（2）

	人権局
	1（0）

	男女参画・府民協働課
	2（1）

	府政情報室
	6（2）

	都市魅力創造局
	18（10）

	文化・スポーツ室
	4（0）

	消費生活センター
	2（1）

	日本万国博覧会記念公園事務所
	0（0）

	パスポートセンター
	3（2）

	合　　計
	43（18）


（注）　１　年休・病気休暇等の区別なく、疾病等（出産・育児を含む）で引き続き
１ヵ月以上休業した者の延べ人数（内数は出産・育児）
　　　　　 ２　派遣職員を除く
（３） 公務災害・通勤災害の状況
　　　 ア　公務災害　　0件
　　　 イ　通勤災害　　0件
３　宗教法人認証等事務

　（１） 認証等事務

　　　宗教法人に関する設立規則及び規則変更並びに合併・解散の認証を行うとともに、登記届出受理、宗教法人に係る境内地境内建物証明事務等を行った。

　　　その概要は、次のとおりである。

　　　　宗教法人設立規則認証　　　　　　　　　　　　　　　　　　1件　

　　　　　〃　　規則変更認証　　　　　　　　　　　　　　　　　　36件　

　　　　　〃　　合併認証　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20件　

　　　　　〃　　解散認証　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3件　

　　　　　〃　　登記変更届の受理　　　　　　　　　　　　　　　268件　

　　　　境内地境内建物証明　　　　　　　　　　　　　　　　　　　48件　

　　　　その他の証明　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　57件　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等  　　宗教法人法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登録免許税法　　　

　（２）提出書類指導等事務

　　　法人事務所備付け書類のうち、所轄庁に提出することとなっている書類の受理及び未提出法人への督促・過料事件通知を行った。　　　　　
1 督促　　　　　903件　

2 過料事件通知　 66件　　
　（３）不活動法人対策

　　　不活動を確認した宗教法人について、解散の手続等を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法令等　　宗教法人法
企画グループ

１　部の行政の総合企画及び連絡調整

（１）主要施策等の連絡調整

　　　府の施策計画等各種計画の策定等に関する総合企画及び部内の連絡調整を行った。

（２）政府要望等の連絡調整

　　　国家予算編成の要望等に関する部内の連絡調整を行った。

（３）広報広聴事務等の連絡調整

　　　広報広聴、人権施策、男女共同参画施策等の事務について、部内の連絡調整を行った。

２　部の予算編成

　　部の予算編成及び決算事務に関して、的確な事務処理の推進に努めるとともに、部の所管事業に係る財務関係調査等を行った。

　　なお、歳入歳出予算の概要は、次のとおりである。

　（一般会計）

	１　歳入予算
	

	　　当　初　予　算　額
	５，９１９，１２８千円

	　　２　号　補　正　額
	２７６，８０６千円

	　　７　号　補　正　額
	▲９８９，７９３千円

	　　最　終　予　算　額
	５，２０６，１４１千円

	２　歳出予算
	

	　　当　初　予　算　額
	１２，１２９，１１３千円

	　　２　号　補　正　額
	２７６，８０６千円

	　　３　号　補　正　額
	▲２５，９８４千円

	　　４　号　補　正　額
	１６，９８８千円

	　　７　号　補　正　額
	▲６６１，１５０千円

	　　最　終　予　算　額
	１１，７３５，７７３千円


　　（特別会計）
	１　歳入予算
	

	　　当　初　予　算　額
	３，６２７，８９５千円

	　　１　号　補　正　額
	２１，５２６千円

	　　２　号　補　正　額
	５，６０４千円

	　　３　号　補　正　額
	▲３８３，８６９千円

	　　最　終　予　算　額
	３，２７１，１５６千円

	２　歳出予算
	

	　　当　初　予　算　額
	３，６２７，８９５千円

	１　号　補　正　額
	２１，５２６千円

	　　２　号　補　正　額
	５，６０４千円

	　　３　号　補　正　額
	▲３８３，８６９千円

	　　最　終　予　算　額
	３，２７１，１５６千円


３　万博記念公園に関する施策の総合調整
（１）万博記念公園に関する施策の総合調整
　　　万博記念公園に関する施策について、庁内各部局及び万博公園事務所と連絡調整を行った。
（２）万博記念公園駅前周辺地区の活性化
大規模アリーナを中核とした大阪・関西を代表する新たなスポーツ・文化の拠点づくりを推進するため、令和５年７月に「万博記念公園駅前周辺地区に関する基本協定書」を締結し、事業の推進に向け、事業予定者をはじめ、関係機関との協議を行った。


